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要       約 

 本系群マダイの資源量は 1996 年にピークを迎えた後、2003 年まで減少傾向にあったが、2004

年以降増加に転じ、200７年は前年より 1,040 トン増加して 1986 年以降で最大となった。漁獲量も

前年から 424 トン増加し、再生産成功率は前年よりやや低下したものの、依然として過去 20 年の平

均を超えていることから、現在の資源水準は中位で増加傾向にあると判断された。2007 年以降の

再生産成功率（1 歳の加入尾数/親魚量）が過去 20 年間の平均的なレベルで続く場合、現状の F

のまま推移しても、10 年後の親魚量は 2007 年の 1.4 倍に達する。このため、現状の F を Flimit と

し、不確実性を見込んだ 0.8Flimit を Ftarget とした。 
 

 2009年 ABC 資 源 管 理 基 準  Ｆ値  漁 獲 割 合

ABClimit  6,800トン  Fcurrent 0.46 35% 
ABCtarget 5,700トン  0.8Fcurrent 0.37 29% 

   Ｆ値は各年齢の平均値. ABCに0歳魚は含まれない. Fcurrentは2007年のF. 

 

年 資源量（トン） 漁獲量（トン） F 値 漁獲割合 

2006 17,679 6,178 0.46 35% 

2007 18,719 6,370 0.46 34% 

2008 19,502 - - - 

   2008 年の資源量はコホート解析による過去 20 年間の平均的な再生産成功率に基づく予測.   

   資源量に 0 歳魚は含まない. 

 

水準： 中位   動向： 増加 
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本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

 
1．まえがき 

 2007 年の全国マダイ漁獲量 15,589 トンのうち、43％に相当する 6,686 トンが日本海西部（鳥取

県以西）から九州西岸（鹿児島県佐多岬以西）に至る水域で漁獲されている（表１）。本報告で

は、この水域に分布する群を単一の系群として取り扱う。東シナ海の以西漁場における漁獲は

本系群には含まれていない。 

 マダイは養殖業も盛んであり、全国における養殖収穫量は 2003 年以降減少傾向にあるものの、

過去 3 年平均（2004-2006 年）で 76,061 トン、2007 年天然漁獲量の 4.9 倍に達している。1990

年代以降、天然魚の価格低下傾向が続いており、近年では平均的に見ると養殖魚との価格差

は小さい。 

 

2．生態 

（1）分布・回遊   

 本系群のマダイは、島根県以西の日本海沿岸と、鹿児島県佐多岬以西から九州西岸域に分

布し（図１）、島根県の隠岐島周辺や山口県から鹿児島県にかけての九州西岸海域で、島周り

を中心にいくつかの産卵場を有することが知られている。1～3 歳魚は春季の接岸と秋季の離岸

（沖合越冬）の季節的移動を繰り返す。4 歳以上の成魚は等深線に沿った移動を行い、広域的

に回遊すると推定されている。 

 

（2）年齢・成長  

 孵化後の尾叉長は、半年で約 9cm、1 年で約 14cm、2 年で約 22cm、3 年で約 30cm（図 2）と

なり、3 年目から産卵に加わり（図 3）、寿命は約 20 年と推定されている。 

 

（3）成熟・産卵  

 産卵期は南ほど早く、鹿児島では 2 月から、長崎県の五島西沖や鯵曽根では、産卵期は 3 月

上旬～5 月下旬、福岡県でも 5 月下旬まで続く。孵化した仔魚は 30～40 日の浮遊期の後に底

生生活に入り、幼魚は 4～5 月頃に沿岸一帯に広く分布する。 

データセット 基礎情報、関係調査等 

年齢別・年別漁獲尾数 漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省） 

漁業種別・月別体長組成（鳥取～熊本（6 県）） 

漁業種・月別・銘柄別漁獲量（福岡、鹿児島） 

精密測定調査（熊本） 

自然死亡係数（M） 年当たり M＝0.125 を仮定 （田中 1960） 

マダイ人工種苗放流数 県別・水域別放流尾数（水産総合研究センター） 

放流魚混入率 市場測定（佐賀、熊本、鹿児島各県） 

マダイ養殖収穫量 漁業・養殖業生産統計年報（農林水産省） 

ポケット水産統計 平成 19 年度版（農林水産省） 
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（4）被捕食関係 

 稚魚はかいあし類コペポダイトや尾虫類を、成魚は甲殻類や貝類、多毛類などを主要な餌と

する。捕食者はより大型の魚類などである。 

 

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要 

 多種多様な漁法によって漁獲されている上に、県によってそれらの割合も大きく異なる点が特

徴である。ただし、2007 年の大海区別漁獲データが利用できなかったことと、漁獲量が公表され

ない漁業種が増えたことから、当系群の 200７年における漁業種類別漁獲量は集計できなかっ

た。県別の漁獲割合は、福岡県（28％）が最も多く、長崎県（25％）、熊本・山口両県（各 12%）が

これに次いだ（図 4）。なお、遊漁による漁獲量の推定値は平成 9 年で全体の 2.1％と小さく（農

水省統計情報部 1998）、本報告ではその影響は無視できると仮定した。 

 

（2）漁獲量の推移  

  本系群の漁獲量は、1969 年の約１万１千トンをピークとし、その後比較的長期の減少傾向を

示し、1990 年には約 5,100 トンまで減少した。その後 1999 年に約 6,800 トンまで回復したが、

2000 年以降は再び減少に転じ、2003 年には 1990 年と同じ最低水準に戻った。翌 2004 年から

は再び増加に転じており、2007 年は前年より 424 トン増加して 6,686 トンとなった（表 1、図 5）。 

 

4．資源の状態 

（1）資源評価の方法 

漁業種別体長組成や年齢組成、あるいは過去の漁業種類別年齢組成資料に基づいて推定

された県別の漁業種類別年齢別漁獲尾数を合計し、系群全体の推定年齢別漁獲尾数とした。

これを用いて、Pope の近似式（Pope 1972）によるコホート解析を行った。自然死亡係数Ｍは、寿

命を 20 年として田内・田中の式（田中 1960）で求めた 0.125 を用いた。コホートがまだ完結して

いない年級群の最近年の年齢別資源尾数は、各年齢につき過去３年間平均の漁獲係数Ｆを用

いて計算した。2006 年の最高齢の F は、同一年の１歳若い年齢群のＦと同じになるよう調整した。

なお、1993 年頃から各地で 0 歳魚の捕獲が禁止されたため、資源への加入年齢は 1 歳とし、解

析では 0 歳魚を除外した。 

 

（2）資源量指標値の推移  

本系群マダイは多種多様な漁業の対象になっている上に、近年の魚価の低迷から混獲物と

して水揚げされる事例も増えている。これらのことから漁獲努力量の把握は困難であり、コホート

解析において CPUE によるチューニングは行っていない。 

 

（3）漁獲物の年齢組成 
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 漁獲物に占める年齢別割合は概ね横ばい傾向であるが、2006 年の 1 歳加入尾数が多かった

ため、2007 年は 2 歳魚の占める割合が増加し、全体の 38％を占めた（図 6）。2007 年の漁獲尾

数に占める 1 歳魚と 2 歳魚の割合は 72％であった。 

 

（4）資源量と漁獲割合の推移 

年齢別漁獲尾数に基づくコホート計算結果（表 2、図 7）によると、資源量は 1989 年の 1 万 6

千トンから 1996 年には 1 万 8 千トンまで増加したが、その後は減少傾向に転じ、2003 年には過

去最低の 1 万 5 千トンとなった。2004 年以降は増加傾向に転じ、2007 年の資源重量は前年より

1,040 トン増加、資源尾数も 1,670 万尾増加した。漁獲係数の年齢平均値は 1986 年以降およそ

0.4 から 0.6 の範囲を推移しており、2006 年は前年に引き続き過去平均を下回った(図 8)。 

 自然死亡係数（Ｍ）の誤差が、コホート解析の結果にどの程度影響を与えるか試算した。Ｍを

変化させた場合の資源量、親魚量、加入量の変動を図 9 に示す。Ｍが大きくなるといずれの値

も増加しており、解析に用いた M（0.125）に 20%の誤差があった場合、その資源量、親魚量、お

よび加入尾数の推定値が受ける影響は 5～6％である。 

   

（5）資源の水準・動向  

 資源量推定値が得られている 1986 年以降で検討すると、2007 年の資源量は過去最高であっ

た 1996 年から 1.4％増加、資源尾数も同 1997 年から 2.3％増加と、いずれも高いレベルに回復

した。再生産成功率は過去最高値であった 2006 年よりやや減少したが、依然として過去 20 年

間では 2 番目に高い値である。ただし、より長期的に見た場合、2007 年の漁獲量は過去最高で

あった 1969 年の 60％であり、現在の資源量を高位と判断する情報も特にない。これらのことから、

資源水準は中位で、資源動向は増加傾向と判断された。 

 

（6）再生産関係 

 親魚量と 1 才魚の加入量から再生産関係（図 10）を検討すると、1997 年から 2002 年にかけて

の親魚量の減少が翌年の加入減少に結びついていたことが示唆される。2003 年以降は親魚量

の増加とともに翌年の加入尾数も増加しており、再生産成功率（表 3、図 11）も上昇している。

2007 年の再生産成功率は前年よりやや減少したが、推定値の得られている 1986 年以降では 2

番目に高い値であった。親魚量と翌年の 1 歳魚尾数との間の再生産関係（図 12）によると、両者

の間には正の相関関係が認められるものの、ともに比較的狭い範囲で変動していることから、再

生産関係式を当てはめることは妥当ではないと考えられる。 

 

（7）Blimit の設定  

 過去 20 年間の親魚量と加入量の推定値の間には明瞭な関係が認められない。そこで、高い

加入量を実現するには、再生産成功率の低かった 2000 年の親魚量 9,700 トンを Blimit とし、そ

れを下回った場合に資源の回復措置を計ることが妥当である。2007年の親魚量は12,300トンで、

Blimit 以上の水準にある。 
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（8）生物学的な漁獲係数の基準値と現状の漁獲圧の関係 

 2007 年 の選 択 率 および過 去 5 年 平 均 の再 生 産 成 功 率 のもと、１才 魚 の繁 殖 価 が

１になるようなターミナル F を求 め、この時 のＦの年 齢 平 均 値 を Fsus とした。F 値 の変

化 に伴 う親 魚 量 と期 待 漁 獲 量 の推 移 を表 4 に示 す。 

 年齢別選択率を一定（2005～2007 年平均）として F を変化させた場合の YPR と%SPR を図 13

に示す。現状の F（0.46）は、資源量の維持を目標とする限界値（Fsus=0.49)より小さいため、現

状の再生産関係が続くかぎり加入乱獲の心配はないと考えられる。Fcurrent は Fmax や

F20%SPR より高く、成長乱獲傾向にあると考えられるが、過去 20 年間の平均的再生産関係が続

くなら、資源量および親魚量は現状の漁獲強度でも増加すると考えられる。 

 

(9)種苗放流効果 

 本系群の分布水域内（鹿児島県佐多岬から鳥取県に至る九州西岸域と日本海域）では、鳥取

県と福岡県を除く 6 県でマダイ人工種苗の放流が行われている。総放流数は、1999 年に 914

万尾に達した後は減少傾向に転じ、2007 年は前年より 88 万尾減少して 702 万尾であった（図

5）。総放流数に占める割合は、熊本県（41％）、鹿児島県（18％）、島根県（14％）、山口県

（12％）の順で高かった。前年に比較すると、2 県で微増、4 県で減少した。 

 放流数と翌年の１歳魚加入尾数の関係（図 14）によると、1990 年代に入って両者はともに増加

傾向を示した。しかし、1997 年以降は放流数が微増したのに対して１歳魚は急減、また 2006 年

には１歳魚が急増したが、その前年までの放流数に大きな変化は見られなかった。このようにコ

ホート解析が可能となった 1986 年以降において、両者の間に明瞭な関係は見られない。 

 本系群では、一部の水域を除いて天然個体と放流個体を区別した漁獲データが得られてい

ないため、系群全体における人工種苗の添加効率を求めることは困難である。そこで、放流魚

の 1 歳加入後の成熟や成長は天然魚と同じとみなし、仮定した添加効率（0.1、0.2、0.3）の下で

各親魚量の将来予測を行なった。コホート解析で得られた１歳魚推定尾数から、前年の放流数

に各添加効率を乗じた分を減じ、親魚と天然１歳魚間の再生産成功率を算出し、これらの過去

20 年間における中央値を将来予測における天然魚の再生産成功率とした。また、2008 年以降

の１歳魚加入尾数の推定では、前年の親魚量に上記の再生産成功率を乗じたものに、放流数

に各添加効率を乗じた種苗加入尾数を加算した。その他の条件は、5（２）の手法と同様である。

放流数は、過去 5 年の平均値（786 万尾）が将来一定で継続するとした。各添加効率の下で放

流がある場合とない場合に Fcurrent と Ftarget での漁獲を続けた場合の 2018 年までの親魚量

の変化を表５に示す。例えば Fcurrent での 2018 年の親魚量を比較すると、添加効率 0.2 で放

流する場合と放流しない場合ではそれぞれ 14,000 トンと 12,000 トンで前者は後者の 1.20 倍、

Ftarget の場合はそれぞれ 27,000 トンと 23,000 トンで前者は後者の 1.16 倍になる。また、添加

効率 0.2 の場合、Flimit で放流を続ける場合より Ftarget で放流を行なわない場合の方が、親魚

量の増加量は大きくなる（図 15）。 
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5．2009 年 ABC の算定 

（1）資源評価のまとめ 

資源量は、2004 年以降増加傾向にあり、200７年は 1986 年以降で最大となった。再生産成功

率は前年よりやや低下したものの、依然として過去 20 年で 2 番目に高いことから、現在の資源

水準は中位で増加傾向にあると判断された。2007 年以降の再生産成功率（1 歳の加入尾数/親

魚量）が過去 20 年間の平均的なレベルで続く場合、現状の F のまま推移しても、10 年後の親魚

量は 2007 年の 1.4 倍に達する。このため、Fcurrent のままで特に問題はないものと考えられる。 

 

（2）ABC 並びに推定漁獲量の算定 

設定した再生産成功率（過去 20 年間の中央値）のもとで、複数の漁獲シナリオに基づいて F

を変化させた場合の推定漁獲量と資源量予測を下表と図 16 に示す。Fsus は現状の親魚量が

10 年間維持される値である。将来予測においては、2008 年の漁獲係数は 2007 年に同じ、また

2009 年以降は年齢別選択率を 2007 年と同じとし、漁獲係数の年齢平均値が各資源管理基準

の F 値となるよう設定した。 

 

漁獲シナリオ  漁獲量（千トン）      

 管理基準 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

現状の漁獲の継続 Fcurrent 
（F=0.46） 6,370 6,842 6,808 6,852 7,006 7,232 7,480 

産卵親魚の維持 Fsus 
（F=0.49） 6,370 6,881 7,150 7,031 7,052 7,137 7,220 

  資源量（千トン）      

 管理基準 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 

現状の漁獲の継続 Fcurrent 
（F=0.46） 18,719 19,502 19,671 20,031 20,561 21,095 21,546

産卵親魚の維持 Fsus 
（F=0.49） 18,719 19,502 19,671 19,582 19,697 19,796 19,788

 

（3）ABC の再評価 

データの更新による資源量と ABC の再評価値を下表に示す。2007 年（当初）の値は 2005 年

までの漁獲データを用いた 2006 年における評価結果、2007 年（2007 年再評価）と 2008 年（当

初）は 2006 年までのデータを用いた 2007 年における評価結果、2007 年（2008 年再評価）と

2008 年（2008 年再評価）は 2007 年までのデータを用いた今回の評価結果である。 

マダイ日本海西部・東シナ海系群-6-

- 1074 -



 

評価対象年 

（当初・再評価） 

管理 

基準 

資源量

（トン）

ABClimit

（トン） 

ABCtarget

（トン） 

漁獲量 

（トン） 

管理目標 

2007 年（当初） Fsim 14,435 4,937 4,123  親魚量回復 

2007 年（2007 年再評価） Fsim 19,842 6,426 5,384  親魚量回復 

2007 年（2008 年再評価） Fcurrent 18,719 6,370 5,335 6,686 親魚量増加 

2008 年（当初） Fsim 20,562 6,651 5,586  親魚量回復 

2008 年（2008 年再評価） Fcurrent 19,502 6,842 5,733  親魚量増加 

 

6．ABC 以外の管理方策への提言   

 系群全体の放流効果は不明であるが、放流魚の混獲率は水域や市場間の格差が比較的大

きいと見られることから、放流効果についてはより地域的な検討が重要と考えられる。 

 本種は養殖による収穫量が天然魚の漁獲量をはるかに上回っており、いずれの単価も下落傾

向を示している。漁業者にとって魅力的な魚とは言えなくなったことが、資源管理上はプラスの

効果をもたらしている可能性はあるものの、漁獲量と収穫量のバランスを計り、単価を回復させる

ことも漁家経営上重要であろう。 
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年 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978
漁獲量（トン） 11,166 10,493 8,759 10,268 8,596 8,121 7,517 7,729 8,000 8,320

年 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988
漁獲量（トン） 7,206 7,622 6,638 7,154 7,050 7,279 6,392 5,819 5,879 5,532

年 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998
漁獲量（トン） 5,154 5,111 5,327 5,495 5,754 5,669 5,973 6,555 6,716 6,666

年 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
漁獲量（トン） 6,830 5,964 5,512 5,561 5,129 5,710 5,687 6,262 6,686

表 1. マダイ日本海西部・東シナ海系群の漁獲量変動 
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表 2. 年齢別漁獲尾数とコホート解析結果 

年齢別漁獲尾数 千尾
年 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳+ 合計

1986 4,427 2,766 1,912 542 285 233 133 150 39 40 10,528
1987 3,818 2,313 1,679 565 307 268 139 146 43 44 9,323
1988 4,038 2,359 1,864 542 282 255 122 138 36 40 9,675
1989 3,403 2,243 1,763 497 268 243 114 127 35 37 8,729
1990 3,844 2,417 1,521 501 271 224 124 150 35 37 9,125
1991 3,664 2,570 1,465 521 284 237 134 156 40 41 9,114
1992 3,423 2,465 1,428 532 285 240 130 149 39 41 8,732
1993 4,157 2,727 1,531 562 267 236 121 148 39 43 9,831
1994 4,751 2,829 1,528 526 254 218 111 144 36 41 10,439
1995 4,863 3,042 1,743 566 270 248 115 158 36 39 11,080
1996 4,600 3,126 1,707 536 334 307 180 235 46 49 11,120
1997 5,584 4,844 1,832 622 300 192 165 183 33 37 13,793
1998 4,676 4,352 1,630 603 299 179 158 167 38 53 12,155
1999 3,611 4,355 1,892 648 316 171 145 157 38 54 11,388
2000 2,952 3,466 1,826 615 297 148 152 148 34 48 9,686
2001 2,324 3,238 1,985 607 348 172 193 115 18 23 9,023
2002 3,553 3,278 1,798 769 337 159 147 105 17 22 10,186
2003 3,140 2,325 1,409 610 341 150 134 118 23 29 8,281
2004 3,143 2,512 1,518 661 343 144 107 134 21 28 8,611
2005 3,227 2,750 1,601 697 372 141 93 127 23 29 9,060
2006 3,824 3,257 1,817 667 397 195 139 94 31 29 10,450
2007 3,860 4,251 1,612 610 382 199 154 74 37 36 11,215

年齢別資源尾数 千尾 トン トン
年 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳+ 合計 資源量 産卵親魚量

1986 12,706 7,365 4,227 1,927 1,150 737 435 277 101 104 29,029 17,147 10,762
1987 11,996 7,054 3,901 1,934 1,192 746 432 259 104 106 27,723 16,723 10,689
1988 11,832 7,000 4,052 1,866 1,176 763 407 251 91 103 27,540 16,558 10,511
1989 11,427 6,648 3,961 1,825 1,137 773 434 244 92 100 26,642 16,240 10,427
1990 12,097 6,887 3,760 1,840 1,144 752 454 276 96 101 27,409 16,451 10,523
1991 11,905 7,065 3,808 1,889 1,152 755 453 284 103 107 27,521 16,688 10,698
1992 11,816 7,064 3,820 1,984 1,178 750 444 274 104 109 27,541 16,783 10,802
1993 12,795 7,212 3,919 2,030 1,250 771 436 269 102 113 28,897 17,267 11,048
1994 13,691 7,386 3,803 2,020 1,263 852 459 272 99 113 29,958 17,636 11,263
1995 14,122 7,619 3,861 1,920 1,288 876 547 301 105 114 30,754 18,190 11,640
1996 15,650 7,895 3,866 1,770 1,163 883 539 375 117 122 32,381 18,458 11,576
1997 16,502 9,490 4,030 1,809 1,059 713 490 307 110 122 34,633 18,415 10,711
1998 15,393 9,317 3,824 1,835 1,011 653 449 277 99 139 32,998 17,656 10,259
1999 13,582 9,191 4,134 1,844 1,053 612 408 247 88 124 31,284 17,239 10,035
2000 11,997 8,594 4,020 1,871 1,018 632 380 224 71 101 28,907 16,362 9,668
2001 11,406 7,813 4,328 1,832 1,074 620 420 192 58 75 27,817 16,056 9,640
2002 11,835 7,882 3,854 1,955 1,047 621 385 189 62 78 27,907 15,810 9,487
2003 11,517 7,106 3,877 1,711 1,003 607 398 202 68 87 26,577 15,213 9,236
2004 11,910 7,214 4,087 2,098 937 565 395 225 67 87 27,585 15,804 9,647
2005 12,460 7,557 4,007 2,181 1,230 505 363 248 73 90 28,715 16,458 10,116
2006 16,940 7,965 4,086 2,032 1,270 736 313 233 100 95 33,770 17,679 10,498
2007 15,455 11,358 3,969 1,898 1,166 748 466 146 118 115 35,439 18,719 10,443

年齢別漁獲係数
年 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 6歳 7歳 8歳 9歳 10歳+

1986 0.46 0.51 0.66 0.36 0.31 0.41 0.40 0.86 0.53 0.53
1987 0.41 0.43 0.61 0.37 0.32 0.48 0.42 0.92 0.59 0.59
1988 0.45 0.44 0.67 0.37 0.29 0.44 0.38 0.88 0.54 0.54
1989 0.38 0.44 0.64 0.34 0.29 0.41 0.33 0.81 0.51 0.51
1990 0.41 0.47 0.56 0.34 0.29 0.38 0.34 0.86 0.49 0.49
1991 0.40 0.49 0.53 0.35 0.30 0.41 0.38 0.88 0.53 0.53
1992 0.37 0.46 0.51 0.34 0.30 0.42 0.37 0.86 0.51 0.51
1993 0.42 0.52 0.54 0.35 0.26 0.39 0.35 0.88 0.52 0.52
1994 0.46 0.52 0.56 0.32 0.24 0.32 0.30 0.83 0.49 0.49
1995 0.46 0.55 0.65 0.38 0.25 0.36 0.25 0.82 0.46 0.46
1996 0.38 0.55 0.63 0.39 0.36 0.46 0.44 1.10 0.55 0.55
1997 0.45 0.78 0.66 0.46 0.36 0.34 0.44 1.00 0.39 0.39
1998 0.39 0.69 0.60 0.43 0.38 0.34 0.47 1.02 0.53 0.53
1999 0.33 0.70 0.67 0.47 0.38 0.35 0.48 1.13 0.62 0.62
2000 0.30 0.56 0.66 0.43 0.37 0.29 0.56 1.22 0.71 0.71
2001 0.24 0.58 0.67 0.43 0.42 0.35 0.67 1.01 0.40 0.40
2002 0.39 0.58 0.69 0.54 0.42 0.32 0.52 0.89 0.35 0.35
2003 0.34 0.43 0.49 0.48 0.45 0.30 0.44 0.98 0.45 0.45
2004 0.33 0.46 0.50 0.41 0.49 0.32 0.34 1.00 0.41 0.41
2005 0.32 0.49 0.55 0.42 0.39 0.35 0.32 0.78 0.42 0.42
2006 0.27 0.57 0.64 0.43 0.40 0.33 0.64 0.56 0.40 0.40
2007 0.31 0.51 0.57 0.42 0.43 0.33 0.43 0.78 0.41 0.41
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2008年以降の年齢別・

年別資源尾数・親魚量 
2009年以降の新規加入量の仮定 
（将来予測における年々の親魚量と過

去20年平均のＲＰＳ値から算出） 

2009年のABC・算定漁獲量 

2008年への前進計算 
2008年のＦはＦcurrentを仮定 

年齢別・年別漁獲尾数 

VPA（詳細は補足資料２）、Mは0.125 

生物情報：自然死亡係数Mの仮定 

年齢別・年別資源尾数 
年齢別・年別漁獲係数 

生物情報：年齢別個体重量、成熟割合 

Fsus等漁獲係数基準値の算定 

補足資料１ 
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補足資料２ 

 
年 別 年 齢 別 資 源 尾 数 の算 出 には、下 記 のPopeの近 似 式 （Pope,1972）を用 い、チ

ューニングを用 いない基 本 的 なVPAによって行 なった。 

 

 

各 県 によって推 定 される年 齢 組 成 が異 なるため、10歳 以 上 の漁 獲 尾 数 を10+歳 とし

て集 計 した。自 然 死 亡 係 数 Ｍは年 齢 によらず一 定 とし、寿 命 を20年 として田 内 ・田 中

の式 （田 中  1960）（寿 命 をｎ年 とすると、Ｍ＝2.5／ｎ）で求 めた0.125を用 いた。成 長 に

関 するパラメータは、従 来 本 系 群 に用 いられてきた値 に従 った。 

コホートがまだ完 結 していない年 級 群 の最 近 年 の年 齢 別 資 源 尾 数 は、各 年 齢 につ

き過 去 ３年 間 平 均 の漁 獲 係 数 Ｆを用 いて計 算 した。2003年 の最 高 年 齢 のFは、同 一

年 の１歳 若 い年 齢 群 のＦと同 じになるよう調 整 し、高 齢 部 分 の計 算 には以 下 の式 を用

いた。なお、1993年 頃 から各 地 で0歳 魚 の捕 獲 が禁 止 されたため、資 源 への加 入 年 齢

は1歳 とし、解 析 では0歳 魚 を除 外 した。 
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